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研究成果の概要（和文）：本研究では第一に親との同居は未婚男性の婚姻確率を引き下げるが未婚女性の婚姻確
率には有意な影響を及ぼさない。第二に夫の家事・育児への参加度と追加出生には有意な関係がなく夫婦の役割
分業の出生行動への影響は明確ではない。第三に親と同居している夫婦と親と別居している夫婦と間で追加出生
に有意な差は観察されなかった。第四に親子間のサポートは居住の地理的距離に影響される。第五に子どもに対
して積極的なサポートを行っている親は祖父母に対しても日常生活について積極的にサポートを行っている。反
対に、子どもに対して積極的なサポートを行っていない親は、父母に対しても日常生活について積極的にサポー
トを行わない傾向がある。

研究成果の概要（英文）：First, the results of this study show that co-residence with parents tended 
to delay male marriage, whereas it did not have a substantive influence on female marriage. Hence, 
the impact of residential conditions on marriage differs between unmarried men and women. Second, 
the level of husbands' involvement in domestic work and childcare did not a discernable effect on an
 additional fertility.  In the same token, a married couple's co-residence with parents did not 
affect the probability of having an additional child. Third, while parents who gave an active 
support to grandparents tended to help children more frequently, parents' weak support for 
grandparents led to their little help for children. This finding implies that the level of parental 
support for aged grandparent is linked to that for young children. Fourth, the amount of 
intergenerational support was strongly affected by the geographical distance between parents' and 
children's residence.

研究分野： 社会学
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１．研究開始当初の背景 
 周知のとおり、日本を始めとする先進諸国
は、現在、出生力が人口置換水準を下回り、
少子高齢化が進行している。しかし同時に、
少子高齢化の状況には国によって違いも見
られる。すなわち、スウェーデンやフランス
などの北西ヨーロッパ諸国は相対的に出生
率が高い「緩少子化」であるのに対して、日
本、ドイツ、南欧諸国は出生率水準が著しく
低く、「超少子化」段階に達している。加え
て、後者の国では未婚化・晩婚化の進展によ
る若年単身者や離婚率の上昇による一人親
世帯の増加、平均余命の伸長による高齢単身
世帯の増加など、パートナーシップや世帯構
造も急速に変化している。言うまでもなく、
少子高齢化の進行は現在の年金制度や医療
制度の根幹をゆるがす要因であり、少子化の
メカニズムを解明し、新たな次世代育成制度
を確立することによって出生率の低下をく
いとめ、上昇に反転させることは社会的な急
務である。他方、単身者や一人親世帯の増加
は、家族構造を変容させ、子どもや親などの
家族成員の Well-being に影響を与える。従っ
て、パートナーシップや世帯構成の変化に応
じた世代間支援や家族支援を行うことは社
会福祉や社会保障にとって重要である。 
 これまで日本をはじめとする先進諸国の
夫婦・パートナーシップと親子・世代関係の
変化については、いくつかの研究が行われて
いる。例えば、未婚化や少子化の要因につい
ては若年者の雇用不安定説、結婚・育児の機
会費用説、子育て直接費用説、価値意識変動
説、ジェンダー要因説、ワーク・ライフ・バ
ランス、家族政策説、パラサイト仮説、相対
所得仮説、親から子どもへの富の流れの変化
仮説などが提示されている。そして、これら
の仮説の妥当性を検討するために労働市場
や価値意識や家族政策といった要因が未婚
化や少子化といった家族形成に及ぼす影響
についてデータを用いた実証研究も行われ
ている。 
 しかし、人々は雇用などの家族外部と出
産・育児などの家族内部を媒介要因なしで関
係させているわけではない。むしろ、個人は
家族・世帯や親族などのネットワークに包含
されながら生活しており、こうしたネットワ
ーク関係の影響を受けながら就業や子育て
を行っている。従って、未婚化や少子化の原
因は就業形態や家族政策のみならず、ネット
ワーク関係の視点からも分析する必要があ
る。例えば、子育て支援政策の夫婦の出生行
動に対する影響は、育児休業のタイプや水準、
保育施設の拡充などの社会環境要因に左右
されるだけでなく、夫婦が祖父母から受ける
子育て支援の質や量にも左右される。これは
世代間ネットワークの影響と言えよう。従っ
て、パートナーシップ、出生行動の特徴と変
化を明らかにするためには、家族や親族とい
ったネットワーク関係を考慮した研究が不
可欠と言える。こうした背景により本研究は

行われた。 
 
２．研究の目的 
 上述した点をふまえて、本研究では日本に
おける家族・世代のネットワーク関係の特質
とその家族形成との関係を明らかにするこ
とを研究の中心的な目的とした。具体的には
以下の四つを主な研究目的に設定した。すな
わち、第一に親との居住関係が未婚者の結婚
確率に及ぼす影響の分析である。第二に、夫
婦関係が出生行動に及ぼす影響の分析であ
る。第三に親との居住関係が夫婦の出生関係
に与える影響の分析である。第四に居住関係
と世代間支援の関係の分析である。 
 
３．研究の方法 
 研究方法としては、2004 年に実施した「結
婚と家族に関する国際比較調査」と2007年、
2010 年に行った２つの追跡調査から得られ
るパネル・データを用いて分析を行った。結
婚と家族に関する国際比較調査」は 2004 年
に層化二段確率サンプルにより抽出された
18-69 歳の日本人男女を対象として第１次調
査を実施し、３年後の 2007 年に第２次調査
を行い、さらに３年後の 2010 年には第３次
調査を実施したパネル調査である。 
 分析手法としては、結婚と出産に対しては
潜在クラス・イベント・ヒストリー分析を、
世代間関係についてはパネル分析を中心に
した多変量解析を用いた。具体的には潜在ク
ラス・イベント・ヒストリー分析では観測さ
れて顕在変数から観測されない離散的な潜
在変数を導出し、その変数を分析モデルの独
立変数として用いて従属変数に対する影響
を吟味した。他方、パネル分析では、個体が
持っている「観察されない異質性」を制御し
た上で独立変数の従属変数への効果を検討
するために「固定効果（fixed-effect）」モ
デルを用いた。 
 さらに、パネル・データの分析では調査対
象の「欠落（attrition）」に対応した分析が
必要になる。仮に個体がランダムに欠落して
いるならば、モデルによって推定されたパラ
メータにバイアスは生じない。しかし、個体
がランダムでなく欠落しているならば、モデ
ルによって推定されるパラメータの値に歪
みが生じる。このバイアスを修正する方法は
幾つか提示されているが、本研究では「傾向
性スコア」を用いて分析を行った。 
 
４．研究成果 
 現段階では、本研究により（１）パートナ
ーシップ形成（２）出生行動（３）世代間関
係について以下のことが明らかになった。 
 （１）パートナーシップ形成については、
ネットワークの及ぼす影響にジェンダー差
がみられた。すなわち、親との同居は未婚男
性の婚姻確率を引き下げるが、未婚女性の婚
姻確率には有意な影響を及ぼさない。言い換
えると、親子同居のネットワークに入ること



は男性の未婚化を促進するが、女姓の未婚化
を必ずしも促進しない。「パラサイト・シン
グル」という言葉に代表されるように、これ
まで子どもの居住状態がパートナーシップ
形成に与える影響は指摘されてきた。しかし、
この影響のジェンダー差については分析さ
れてこなかった。本研究は親との同居の影響
のジェンダー差を明らかにした点において、
当該研究分野に新しい知見をもたらした。 
 さらに、ジェンダー差の存在は親子同居の
ネットワークが個人にもたらすメリット自
体にもジェンダー差があることを示唆して
いる。つまり、男性にとっては親との同居が
相対的高いメリットをもたらすが、女姓にと
っては親との同居があまりメリットをもた
らさないために、前者はパートナーシップ形
成が後者よりも遅れる傾向があると推測さ
れる。具体的には、親との同居によって得ら
れる世話や経済的なメリットは未婚女性よ
りも未婚男性の方が大きい。このため、本研
究では親との同居は未婚男性の婚姻確率を
引き下げるが、未婚女性の婚姻確率には有意
な影響を及ぼさない結果が観察されたと考
えられる。 
 （２）出生行動については、第一に夫婦の
役割関係の追加出生確率に対する明確な影
響は見られなかった。具体的には、夫の家
事・育児への参加度と追加出生には有意な関
係がなかった。この結果は、夫の家事・育児
と出生行動の因果関係の分析に一層の研究
が必要であることを示唆している。すなわち、
子どもを持つことで、家事・育児の総量が増
大し、その結果、夫の家事・育児の参加が促
されるのか、反対に、夫の家事・育児の参加
度が高いために出生が促されるのか、いずれ
の方向に原因と結果が向いているのかにつ
いて今後、更なる研究が必要であること意味
している。第二に、親子のネットワークと追
加出生にも明確な関係が見られなかった。つ
まり、親と同居して密度の高い関係にある夫
婦と親と別居している夫婦と間で追加出生
率に有意な差は観察されなかった。理論的に
は親との同居は経済的支援や世話などの非
経済的支援を夫婦が享受する機会を上昇さ
せ、結果的に出生確率を上昇させる効果を持
つはずである。しかし本研究の結果では親子
の同居・非同居に有意な差は見られず、親子
のネットワークは出生行動に明確な効果は
ない。この研究知見は同居と出生行動の因果
関係を再検討する必要があることを示唆し
ている。言い換えるならば、前者が原因で後
者が結果であるのか、あるいは、前者が結果
で後者が原因であるのかを再考する必要を
示している。具体的には、夫婦関係の場合と
同様に、子どもを持った結果、親との同居や
近居が促されるのか、反対に、親との同居や
近居しているために出生が促されるのか、ど
ちらが原因で、どちらが結果であるのか、一
層の研究が必要であることを意味している。 
（３）世代間関係については、ネットワーク

によって明確な差が見られた。第一に、親子
の居住距離が近いほど世代間の支援は頻繁
に行われていた。言い換えるならば、世代間
のネットワークの構造は地理的な距離に依
存している。第二に、子どもに対して積極的
なサポートを行っている親は、祖父母に対し
ても日常生活に関して積極的にサポートを
行っている。反対に、子どもに対して積極的
なサポートを行っていない親は、祖父母に対
しても日常生活に関して積極的にサポート
を行わない傾向が見られた。要するに、「親
世代−子世代」で強いサポート・ネットワー
クがある場合は、「親世代−祖父母世代」でも
強いサポート・ネットワークを持っている。
こうした知見をふまえると三世代家族のネ
ット・ワークは「親世代−子世代」と親世代−
祖父母世代」を分けて考えるのではなく、「子
世代−親世代−祖父母世代」を一体として三世
代ネットワークとして、支援構造を考えるの
が望ましいと言える。この研究知見は高齢化
が進行する日本の社会保障政策に新しい含
意をもっている。これまで、日本の家族に対
する支援政策は「親−子ども」を単位として
立案、実施されているが、本研究の結果を考
慮すると支援政策は、むしろ「祖父母−親−子
ども」を単位として、政策の立案、実施がよ
り望ましと言える。 
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